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　This article discusses ethnic-minority children in early childhood in multicultural Japan, and raises a question regarding their 

quality of childcare and equity of educational opportunities. Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) 

reported that “Starting Strong” series influence on international childcare policy, where the aim is to develop a higher quality Early 

Childhood Education and Care (ECEC) system, and to promote a social inclusion. These series ware introduced as a response to the 

increasing issues of global wealth disparity and educational challenges of children, especially from ethnic/immigrants background. 

Japan is evidently facing this issue without considering ethnic minority children. We review ethnic minority children issues 

addressed in ECEC from various perspectives, such as its practice and policy in Japan referring to multiculturalism, and current 

ECEC policies. Although Japanese attempts to include ethnic minority children in the practices to meet the  needs of various types 

of family, its policy barely considers the matter of children's ethnical/cultural diversity in contrast to socioeconomic policy. While 

an updated policy of ECEC shows an eagerness to educate children before entering school, it was motivated by Human-capital 

theory and fail to notice the issues. Hence, it implies that ethnic minority children are likely to encounter futher challenges. This 

article suggests that Japanese ECEC policy includes an ideology for social inclusion, accounting for ethnic minority children. 
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１．問題の所在

先進諸国においては，マイノリティとしての移民や

エスニック・グループの子どもたちを乳幼児期から社

会に位置付ける試みが見られるが，現状の日本社会の

中で「エスニック・マイノリティの子ども」は，乳幼

児期から社会保障と教育システムの中で周縁化され脆

弱な立場に追い込まれている。OECD（2006，2012）
によると，先進諸国では，社会の構成員として子ども

の主体・権利を尊重する，或いは乳幼児への社会経済

的投資の高い効率性を実証研究のエビデンスを根拠

に，何かしらの社会的理念に基づき法制度を設け，実

践においても子どもの社会的包摂を試みると報告され
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るが，その点において日本では未だ理念や構造が明示

されていない。日本の保育は，各家庭の多様な背景を

踏まえ，多元的なニーズに応えることを理念として実

践を蓄積してきた。しかし，果たして子どもと家族の

民族・文化・言語的多様性を包括する多文化化した社

会の構造を捉えてきただろうか。そのような多様な背

景を持つエスニック・マイノリティの子どもに注目す

ることで，貧困や格差といった経済的課題に加え，異

文化への適応や文化・社会関係資本へのアクセスに困

難を抱える「社会的に不利な立場の子ども」に対して

積極的に社会が取り組むべき課題が顕在化される。ま

た，以上のようなことは乳幼児の保育の問題に限ら

ず，教育との接続の中でも考えられる。OECDの提言
を受けて国内でも「すべての子ども」の健やかな成長

の保障を目的とした就学準備教育（レディネス）や

幼児教育義務化政策が進行している （教育再生実行会
議 2014，文部科学省 2011）が，依然エスニック・マ
イノリティの視点は見られない。こういった動向の中

で，現行の日本の教育制度において長年議論されてい

るエスニシティと教育問題（志水 2009）も考慮され
るべきである。

　本稿では，以上のような問題意識から，日本に生き

るエスニック・マイノリティの子どもの就学前教育・

保育段階に注目し，「多文化共生」の観点から実践・

政策や研究動向の背景を解釈する。合わせて，これま

で目の前の子どもの発達や保育支援というミクロな視

点での報告や研究でとどまっていた多文化共生保育に

対して，マクロな視点，つまり社会全体の課題として

研究や議論を蓄積してきた多文化（共生）教育を参照

することで，突破口を提示することを課題とする。そ

れは，マイノリティの子どもの保育と教育は，法制度

や政策から実践までを貫く，明確な社会的理念を構築

する努力で取り組むべきであると考える故である。

　本章以降，第２章ではエスニック・マイノリティの

子どもに関連して多文化共生保育・教育について整理

する。２．Ａ．は，本稿における「エスニック・マイ

ノリティの子ども」の語の用法を説明する。２．Ｂ．

で日本の保育現場の多文化化とその実践について先行

研究をまとめた上で残された課題を導き，その解決の

方向性を導くため，２．Ｃ．で多文化（共生）教育を

参照する。続く第３章においては，乳幼児期からの社

会的包摂を試みる政策や研究動向を整理し，日本社会

の文脈ではエスニック・マイノリティの視点が欠落し

ていることを指摘する。３．Ａ．では，就学前教育・

保育の各類型が掲げる社会的理念と社会的包摂のあり

方を整理した上で，３．Ｂ．では日本国内の政策・実

践の現状の検討から，各国が取り組む社会的に不利な

立場の子ども，特に移民／エスニック・グループの子

どもの視点が欠如していることを指摘する。最終章で

は，総括をすると同時に，「すべての子ども」に携わる

保育現場を支えることのできる「多文化共生」に必要

な視点を提示する。

２．多文化共生保育・教育

２．Ａ．エスニック・マイノリティの子ども

本節では，「エスニック・マイノリティの子ども」

の語の用法について日本の社会歴史的文脈に基づき説

明した上で，「エスニック・マイノリティの子ども」

を同定すること自体が持つ両義的な機能を確認する。

２．Ａ．１．「エスニック・マイノリティ」とは

本稿では，国籍に限らず，「多文化」に含意される

民族，言語，文化的多様性を背景にする人々を，日本

人をマジョリティとした時に相対化される「エスニッ

ク・マイノリティ」という意味で用いる。語が示す

人々の総称としたことからも明らかなように，「エス

ニック・マイノリティの子ども」の射程は広い。歴史

的には以下のようにまとめられる。先の大戦の日本の

植民地主義により移住した在日コリアンや中国からの

帰化者，また1970年より増加した国際結婚や彼らの子
ども，1990年の入管法の改訂以降の南米大陸からの
日系人労働者，国際化する高等教育機関や語学学校へ

のアジア諸国からの留学生，国際的な貿易自由化促進

のEPA協定による外国人労働者等が例として挙げら
れる（Tsuneyoshi et al. 2011，Tezuka 2005）。日本に居
住する在留外国人人口は，20世紀後半から今日まで
増加傾向である。2016年末の報告（法務省 2017b）で
は，中長期在留者数と特別永住者数合わせて，日本の

総人口の約２%にあたる238万人に到達する過去最高
を記録した。15歳未満の在留外国人人口は，2016年
時点において約20万人（法務省 2017a）であった。

２．Ａ．２．「多文化共生」と社会的包摂・排除の問題

上述した人々の多様性は不可視化されてきたが，日

本を「単一民族国家」とする神話的定義への批判（詳

しくは，小熊 1995）から，1980年代ごろから国内に
潜在する人々や文化の多様性が一般に認識され始め

た。さらに以降増加した越境する人々が可視化する多

様性－「多文化化」と言い換えられるだろう－に応じ
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て「多文化共生」のスローガンが唱えられた。教育分

野でも，エスニック・マイノリティのアイデンティ

ティや固有文化の尊重のための「多文化共生教育／

国際理解教育」実践が取り組まれている（宮島 2009，
志水 2009）。それは，抑圧，差別，同化からの解放を
目指すものであった。具体的に彼（女）らへの社会的

排除は，エスニシティの不可視化及びエスニック・ア

イデンティティの否定，幼少期からの教育機会の不平

等から就労制限の形で現れ，一生を通じて影響を及ぼ

し，在日コリアンの人々の低い教育・職業達成による

経済的困窮を強いてきた（伊ヶ崎 1972など）。このよ
うに制度化され，日常に埋め込まれた排除の構造の延

長に，ニューカマーの問題がある。近年の著しい外国

人人口の増加により，より多文化化する社会の政策課

題は，異なる言語や生活習慣を持つ彼（女）らをどの

ようにマジョリティ社会へ参加させるかであり（榎井

編 2014），言い換えればどのように日本へ適応させる
かということであった。これから示唆される注意点

は，多文化共生の実践は日本社会の多様性，特にここ

ではエスニック・マイノリティの子どもを包摂する積

極的な試みである一方，社会的排除を促してしまうと

いう両義性が孕まれているということだ。つまり，特

定の人々をエスニック・マイノリティと定義すること

は，マジョリティと相対的なマイノリティとしての周

縁的アイデンティティを固定化する機能を持ちうる

（坂本 2005）し，個人をあるエスニシティという社会
的カテゴリにアイデンティフィケーションし，社会的

排除へ回帰してしまう危険も伴う（仁平 2017）こと
へ反省的態度も必要である。

２．Ｂ．多文化共生保育

「エスニック・マイノリティの子ども」の語法とそ

の含意される包摂・排除の問題を念頭に置いた上で，

本節においては，彼（女）らを取り巻く社会状況とそ

の研究動向を概観する。まずは，本稿の主題である就

学前教育・保育領域における多文化共生について整理

する。

２．Ｂ．１．多文化化する保育現場

就学前教育・保育段階（７歳未満）で在留外国人と

して登録されている子どもの総人口数は，平成28年度
末で10万人を超え，エスニック・マイノリティの子
どもを有する世帯数も少なくない。また，多くの外国

人が労働者として居住することから，保育所をはじめ

とする就学前教育・保育機関へ在園する子どもたちも

一定数いると推測される。しかし，残念ながらその数

を正確に把握し，人口動態を追跡できる全国的な調査

を，文部科学省・厚生労働省は実施していない。部分

的な調査で不足は多いが，参考までに入手できるデー

タとして，1999年の文部科学省の学校基本調査の報
告と2008年に日本保育協会が実施した『保育の国際化
に関する調査研究報告書』が挙げられる。それぞれ全

国の幼稚園における外国人在園者数は3,651人，調査
に参加した自治体の保育所に16,739人が在籍していた
と報告されている（山田 2004）。

２．Ｂ．２．多文化共生保育研究の実践志向

　正確な在園人数を把握する統計調査は実施されてい

ないが，1990年代より，エスニック・マイノリティの
子どもが在籍する地域や園を中心に，実践現場から報

告がされるようになる。それと同時期に学術的関心も

高まり，保育学研究（1991，1994，1999）と異文化
間教育研究（2006）の学会誌において，保育現場の「国
際化」や「多文化教育／保育」の実践のあり方を扱う

特集が組まれている。柴山真琴（2004）がその頃の研
究動向を整理するが，2000年以前は多文化化の実態
把握調査が多く，2000年代前半は多文化環境下の乳
幼児の発達や保育実践の実証的研究へ動きがみられる

とする。同時に，日本の保育実践で有効な理論やモデ

ルが提示されていないことを課題として指摘している

が，それを乗り越えるために異文化間教育研究では，

異文化環境での発達的適応過程や，スムーズな発達を

促すための「よりよい」教育・保育実践の理論的視座

の提供が試された（山田 2004）。
　そうした流れの一方では，保育現場の変化に関心を

持つ研究者によって点在的に多文化化する保育現場

や多文化共生保育の実践の報告がされている。例え

ば，外国人集住地域の保育現場における「多文化化」

に注目し，インタビューや観察調査から保育者の意識

や子どもとの関わり合いを検討し報告するもの（久富 
2004，品川・野崎 2007，喜始・長江 2016，小内 2009
など），多文化環境で子育てをする家族の意識や子育

て支援に関する調査と報告（南野 2014，川村 2008な
ど）が挙げられる。それらは，多文化共生保育の実践

や家庭の子育てとの共同の方策を模索する過程にあ

る。以上のような研究報告を省み，保育現場の課題を

克服するため，多文化（共生）保育実践のできる保育

者の育成や保育観の構築を促す養成課程カリキュラム

や現場での仕組みづくりの提案がされている（内田 
2013，堀田 2009，宮崎 2011）。これらで焦点が当て
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られているのは「今ここにいる子ども」であり，追求

されているのは「望ましい保育実践」である。

　実践に寄り添う保育現場や学術界だけではなく，行

政からも保育・教育領域における多文化化が認識され

るようになる。2005年には法務省も『多文化共生の推
進に関する研究会』を開催し，子育て支援や保育所と

の連携の必要性を示唆している。また，日本の就学前

教育・保育の変遷と現在の課題についての報告書（国

立教育政策研究所 2011）は，エスニック・マイノリ
ティの子どもや家庭の多様性を包括する新たな保育・

教育のあり方の模索が必要であると提案する。乳幼児

期の文化・多文化への関心は，現実に生きる幼児に密

着した研究を志向する学問分野で育まれてきたと考察

する柴山（2004）の指摘からも，保育実践において
は子ども一人一人の成長と各家庭の多様な背景を踏ま

え，多元的なニーズに応えることを理念としており，

その中に多文化共生保育の実践が埋め込まれているこ

とが窺える。

２．Ｂ．３．乳幼児研究における社会学的視点の欠落

　エスニック・マイノリティの子どもの保育は，現場

の実践課題に沿って研究関心が広がったとは言え，就

学前教育・保育段階を扱う研究の視点の偏りも大きい

ことも一方で指摘される。教育・保育の多文化を扱

う異文化間教育研究内での乳幼児に関する研究をレ

ビューした恒吉僚子（2016）は，「発達」「保育」を
キー概念として実践的関心に寄り添う保育・心理分野

の研究蓄積を強みと捉える一方で，例えば社会学が志

向するような，社会全体を構造として捉えるマクロな

視点を持つ研究の参入が必要であると主張する。恒吉

の主張は，子どもの成長・発達を時間的に連続したも

のとして捉える時，異文化間教育研究が蓄積するエス

ニック・マイノリティの子どもの教育に関する研究知

見との接続を意識するきっかけを提供する。この主張

は，多文化化した日本のマイノリティと教育について

考察した編著（Tsuneyoshi et al. 2011）でも提示される。
共著者のBoocockは，エスニック・マイノリティの子
どもの教育問題の改善のために，就学前教育・保育段

階からエスニック・マイノリティの子どもに注目を向

けることを一方策として挙げる。

２．Ｃ．エスニック・マイノリティの子どもと教育

「すべての子ども」の健やかな成長のための最善の

環境と支援の提供を理念とする保育制度や実践の中に

埋め込まれた「多文化共生」の理念は，教育の文脈で

は異なる形で浮き出てくる。義務教育である小・中学

校における「多文化（共生）教育」実践や彼（女）ら

の教育経験については，実践報告に偏っていた就学前

に比べると，ミクロ／マクロ，実践／理論研究の知見

が蓄積されている。エスニック・マイノリティの子ど

もを包摂する教育システムを模索する「多文化（共生）

教育」を考察する。

２．Ｃ．１．日本の教育システムの中のエスニック・

マイノリティの子ども

　まずは，教育社会学会誌において教育の公正さとい

う視点からマイノリティの教育に関する研究レビュー

を行った志水宏吉ら（2014）を参考に，エスニック・
マイノリティの子どもの教育の研究動向を整理する。

志水は，「同和問題」「障害者」と並べて，「外国人」を

現代日本における代表的マイノリティ・グループと定

位する。さらに「外国人」を在日コリアンのオールド

カマーと20世紀後半から移住したニューカマーとに区
分し，教育問題を考察する。オールドカマーと教育は，

法制度が侵害する彼らの教育を受ける権利や差別・同

化等の人権の問題が主題であった（伊ヶ崎 1972など）。
ニューカマーの教育は，ローカルな教育現場での困難

や多様化する参加者とニーズへの対応が主に議論され

る。受け入れの基盤となる日本の学校教育や教師の文

化・構造が「異文化」へ対応していないことや，生徒

のアイデンティティ葛藤や言語・学習適応の困難さが

実証研究を通じて報告されている（児島 2006,志水・
清水 2001など）。また，不就学を含めた教育達成につ
いても検討され（大曲ほか 2011），その要因として家
庭内で伝達される文化資本と教育現場や学習・就労の

場につなぐ社会関係資本へのアクセスの困難さが指摘

されている（宮島 2014a）。一方で，永吉希久子・中室
牧子（2012）は，教育達成の低さを誘発する要因を検
討する上では，全国規模で実施する調査データから定

量的研究による事態の把握が必要であると訴える。そ

こで参照されるのは，出身階層やエスニシティ等が要

因で教育達成や就労達成に格差が生じていると報告さ

れている，移民大国・アメリカの状況である。

２．Ｃ．２．アメリカの多文化教育とエスニック・マ

イノリティ

　アメリカという国は，多文化・多民族社会の典型例

といえる。1950年後半から，エスニック・グループ間
での教育格差，貧困，差別が社会的課題として大きく

取り上げられてきた。その内の教育の不平等さを乗り
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越えるための戦略として，公民権運動を契機として発

展した「多文化教育」が有力な方策として要請された。

多文化教育とは，エスニック・マイノリティの子ども

を中心に据えることから始まり，あらゆる出身背景－

人種・文化・ジェンダー集団－の子どもたちに公平な

教育機会・学習環境を保障し，そのために学校等の教

育機関・システムを作り変える教育改革運動として捉

えられる（Banks訳書 1999，額賀 2003）。しかし1980
年代ごろから多文化教育は，西洋中心主義の再構築に

みられるような新保守主義からの批判に加え，ラディ

カル左派からはマイノリティ生徒の文化的「差異」を

尊重するものの，学力達成に貢献していないことや労

働市場との接続に配慮がないことが批判されるように

なった（Sleeter 2001）。そして1990年代以降，エスニッ
ク・マイノリティを含めた社会経済的に不利な立場に

いる子どもに対して，教育的介入を講じる「レディネ

ス」を重視する傾向がみられるようになる（Tomlinson 
et al. 2003）。乳幼児を対象としたヘッドスタートプロ
グラムからもその傾向は見られる。これは，1960年の
開始から，あらゆる子どものための教育プログラムと

して施行されたが，同時に，社会的に不利な立場の子

どもへの効果も認識されていた（Payne et al. 1973）。
質の高い幼児教育・保育プログラムの提供すること

で，就学前段階の子どもたちが学校教育への参加に

必要なスキル－向社会的態度と認知能力－を身につ

け，多様な文化背景をもつ子どもたちが参加する多文

化な学校教育の空間が統合されることを目的志向する

ようになり，その効果を検討する研究報告も蓄積され

る（Magnuson et al. 2006など）。2001年には，市場原
理と統一的な価値観を国家権力の元に教育実践へ導入

し，社会的に不利な立場の子どもやグループを管理す

るという方針を持つ初等中等教育法の改正案が発効さ

れた（アップル訳書 2006）ことからもわかるように，
エスニシティや社会経済的階層間の格差是正は，マイ

ノリティを包摂できるような制度・社会構造の改革を

目指す多文化教育に始まったが，近年は特定の子ども

に対して支援を実施し，個人の成果を評価するという

経済効率性の志向を強く示すようになった。

２．Ｃ．３．日本の多文化共生教育が保育へ示唆する

もの

　アメリカのエスニック・マイノリティの子どもに対

する教育政策の態度は，多文化主義に始まり，近年は

新自由主義的志向を示すようになる。一方で日本の多

文化教育は政策ではなく，目の前にいる人々との関係

構築・相互理解を始めようと奮闘した現場の人々の熱

意から起こった（宮島 2009）。オールドカマーに対す
る同化主義政策への反省とニューカマーの社会統合政

策のための「多文化共生」のスローガンが生まれ，「受

け入れる側」の理解や「日本社会」への適応を促すた

めの国際理解教室設置や多文化共生教育が行われた。

しかし欧米諸国で隆盛した多文化主義が根底に据える

「文化多元主義」，つまり「文化的多様性，集団相互の

平等，社会の多様性という価値への関与」（Grant and 
Ladson-Billings訳書 2002，86頁）理念とは相容れない
日本社会の現実があったと志水（2009）は振り返る。
　ここまで，エスニック・マイノリティの子どもを含

めた，社会的不利な立場にいる子どもの教育システム

内での包摂の一方策として，アメリカを参考にしなが

ら，日本の多文化（共生）教育を検討した。ここで日

本社会の排除と包摂のメカニズムついて緻密な考察を

行う倉石が重要な示唆を提供する。「戦後日本は，欧

米において包摂型社会が曲がりなりにも決着をつけて

きたような，人権その他の諸問題を積み残したまま，

競争と自己責任を旨とする排除型社会へと移行してし

まったのではないか」（倉石 2009，18頁）。アメリカ
の例が示すように，マイノリティの社会的包摂の世界

的なモデルであった多文化主義が，近年の労働市場か

らの強い要請に押され後退し，主流文化の社会への合

流が効率的な「成功」のためのスキル習得が近道とす

る理念が優勢となる潮流が，現在国際的に拡大しつつ

ある。その中で，日本の多文化共生教育は，エスニッ

ク・マイノリティの子どもを包摂し，教育問題を解決

するまでの理念の構築に至っていないにも関わらず，

倉石が示唆するような日本社会の移行が起きるとすれ

ば，教育の社会的公正さを達成するための実践は行き

場をなくす。

　社会の構造変化や制度の変革期にある日本では，幼

児教育・保育システムの新自由主義的な改革が現在進

行形で行われている。この動向の中でも，「すべての

子ども」の健やかな成長のための最善の環境と支援の

提供という理念に支えられながら，エスニック・マイ

ノリティの子どもを包摂してきた多文化共生保育は，

各家庭の多様な背景を踏まえ多元的なニーズにこたえ

るべく実践を積み重ねてきた。しかしそれでもなお，

公正さという観点において，エスニック・マイノリ

ティの子どもを社会的課題の中に位置づけ，乳幼児期

からの「多文化共生」の理念の構築を行う必要がある

と考える。



394 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  57  巻　2017

３．国際社会における社会的包摂と国内での受容

３．Ａ．保育の重要性と教育との接続に関する国際的

注目

前章の内容を念頭に置いた上で本章においては，

「社会的に不利な立場の子ども」を軸に置きつつ就学

前教育・保育に焦点を戻し，先進諸国の政策や国際的

傾向を参照する。その際，乳幼児期に対する関心が高

まっている背景について一見真理子（2016）を参考に
整理し，各国の就学前教育・保育政策の特徴はOECD
（2006）のカリキュラム分析から導かれた二つの類型
別に検討する。

３・Ａ．１．マイノリティと就学前教育・保育の国際

的動向

　乳幼児期の子どもへの世界的な注目は，20世紀の
国際連盟，国際連合の採択した宣言や条約に始まり，

ユニセフの『世界子供白書』や，ユネスコの『万人の

ための教育』プロジェクトが挙げられる。しかし最も

インパクトを今尚持ち続けているのは，先進工業国の

経済協力開発を任務とするOECDのStarting Strong報
告書シリーズである。OECDは，先進諸国における少
子高齢化と労働市場の構造の変化の中で，貧困や保育

支援の不足等の社会的課題に応えることを中心に議論

が発展していた。さらに，脳神経科学の飛躍的発展に

よって乳幼児期の脳発達と学習に関する知見が蓄積

され，乳幼児の発達に関する政策の経済合理性を経

済界・財界が重視し始めると，OECDの教育大臣会議
（1996）において，義務教育就学前の「乳幼児期の教
育とケアに優先的に取り組むこと，とりわけ早期から

の格差是正のために，不利な養育環境にある子どもの

ECECへのアクセス改善を喫緊の課題とすること」が
合意された。OECDは労働市場へ将来的に参加する人
材育成の早期的投資として積極的に乳幼児期の政策や

実践に関心を向けるようになる。

　そういった国際的に隆起した議論の中で，乳幼児期

の子どもの発達を支援する経済合理性や政策的意義を

示す，最も影響力を持つエビデンスとして，経済学者

のジェームズ・ヘックマンらの調査結果が支持され

ている。当調査は，「恵まれない家庭の子ども」を対

象にしたペリー就学前プロジェクトとアベセダリアン

プロジェクトの追跡調査から得られたものであり，教

育・就業達成に困難を抱えるエスニック・グループの

社会経済的格差を乗り越えるための政策提言に貢献す

るものであった。研究結果は，社会的に不利な立場の

子どもと家族に対する公共投資の効果を提示し，早期

から社会的政策を講じることによって，彼（女）らの

労働市場における機会の平等やそのアクセスを担保す

る価値あるスキルの発達を支え，結果的にその国の経

済発展と健康的な社会を達成することができると示唆

する（Heckman訳書 2015）。しかし，ヘックマンの研
究を参考にするにあたって注意すべき点がある。一点

目は，ヘックマンの提案では，人的資本論と経済合理

性を重視する政策の中で，対策を講じる対象として判

定された「不利な層」へのリスク管理的な事前分配に

よる保育支援や教育を提供することで格差是正を目

指すこと，二点目は，ブリグハウスが批判するよう

に，アメリカの主流文化の社会文脈を強く反映してい

るため，子どもたちに早期からマジョリティの単一

的な社会への水路づけをしているということである

（Heckman 2015）。とはいえ，家庭の私事的なものと
みなされた保育・子育てに，社会的な注目を集める投

機になったのには間違いない。

３．Ａ．２．就学前教育・保育の二類型と社会的理念

　先まで，乳幼児期の子どもに対する国際的動向の全

体を概観した。次に，乳幼児期の子どもに対する各

国政府の実践・理念を確認する。ここではOECDの提
示する二類型にしたがって整理し，その詳細はOECD 
Starting Strong II（2006），秋田（2009），ワイカート
訳書（2015）を参考に検討する。
　一つ目は「学習レディネス／就学準備」型のアプ

ローチである。これは，就学前教育を拡充することに

より学習へのレディネス－幼児期からの認知発達，特

に識字・数といった知育－が形成され，それに続く初

等中等教育のアクセスの質の拡充につながる，という

考え方に基づいている。これは自由競争の市場型理

念に重きをおく，英語圏を中心とした国々（仏，英，

米，加，豪など）において支持される。社会的に不

利な立場の子どもを選抜し実施する保育・幼児教育

が，政策投資の効率性が高いことを示した調査結果

（Schweinhart 2016など）に基づく。一方は，ホリス
ティック（生活基盤型）なアプローチである。これは，

ソーシャル・ペダゴジー（社会的教育学）の伝統があ

り，社会全体で子どもを育てる発想が強く市民として

の子どもの主体性・権利の保障を重視するような社会

福祉の手厚い北欧・中欧諸国で支持されるアプローチ

である。質の高い保育と幼児教育プログラムが，子ど

もの学業達成と社会的・情動的スキルの発達を促すと

いう結果も報告されている（Andersson 1992）。
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　これら二つの類型は，学習レディネス型は市場原理

を，ホリスティック型は福祉機能を導入し，社会的

不利な立場にいる子どもの社会的課題を試みるとい

う形で，社会的理念を反映している。日本ではどう

であろうか。OECDのStarting Strong Network会議参加
後にインタビューに答えた秋田喜代美は，「各国はそ

れぞれ理念をもってカリキュラムを作成しています。

（略）「日本の教育理念は何ですか」と聞かれましたが，

「生きる力」かなあ…と，曖昧な概念なので少し説明

に困ってしまいました」（秋田 2009,14頁）と述べる。
保育の政策決定にも携わる秋田のこの発言からは，日

本の保育理念は明確に提示できるまでに議論が尽くさ

れていないことが読み取れる。そこで，政策議論をす

るためのエビデンスを提供する実証研究をすべく，ベ

ネッセ教育総合研究所等を中心に幼児期からの長期縦

断調査が近年始められたことは大きな前進といえる

が，一方で，調査テーマは親の「態度」「意識」が中

心で（ベネッセ教育総合研究所（2012）の報告を参
照），社会経済状況やエスニシティ等の社会的属性や

背景等を考慮に入れた精密な分析は，管見の限り見ら

れない。貧困や社会的排除といった課題解決のために

は，乳幼児期の子ども・家族の社会的背景に注目した

上での政策立案が不可欠であることを鑑みれば，上述

した現状は不十分なものと言わざるを得ない。

３．Ｂ．日本の保育政策におけるエスニック・マイノ

リティの視点の欠落

　OECDの提言は，乳幼児期の子どもの発達と，就学
前教育・保育機関で提供される保育の質の向上が重要

であると訴える。と同時にその理由として，移民やエ

スニック・グループの子どもを含めた社会的に不利な

立場の子どもや家庭を考慮し，乳幼児期において公共

政策として支援することは，格差是正に効果があり，

社会的包摂につながるということを主張している。し

かしOECDの提言が日本で受容される際，断片的で，
単純化された形で解釈され，重要な中心課題であるエ

スニック・マイノリティの子どもの社会的課題への考

慮が欠落していることがわかる。

　まず，小田が指摘する通り，日本における就学前保

育・教育の政策立案過程には，OECDの提言の影響が
見て取れる（岡 2016）。制度改革に関する議論は，少
子化や女性の就労等の社会構造の変化やニーズの多元

化といった国内の社会事情よりも，国家を挙げて早期

からの子どもの能力と資質を向上させる環境の整備，

つまり保育の質の向上が重要であるという国際動向を

見据えた議論が主であった。文部科学省の『今後の幼

児教育の振興方策に関する研究会』の中間報告（2009）
と教育再生実行会議の提言（2015）は，教育投資・教
育財源のあり方に議論が焦点化していたことで，新制

度改革においては，「質」を「評価」すること，つまり

乳幼児期の保育と教育の意義と実践の問い直しを問題

として提示する。この課題は，幼保一体化／一元化と

幼保小接続問題として議論されるようになる。これま

で二元的であった日本の保育・幼児教育システム内に

おける保育と教育の分担，幼児教育と学校教育の理念

と実践の齟齬が，スムーズな段階の移行による子ども

の連続的発達を阻害していると考えられ， 『子ども・子
育て支援新制度』では，小学校との接続を前提とした

就学前準備のための「教育」が早期的に保育・幼児教

育領域でも行われるべきであるとされた。

　この点において，エスニック・マイノリティの子ど

もの視点から，二方向からの批判が考えられる。一つ

は，新制度においては，これまで就学前教育・保育機

関が大切にしてきた「すべての子ども」をすくい上げ

るような福祉としての保育の役割が後退している（城

戸 2012など）。新制度が主張する学習レディネス志向
の早期教育的な志向が，これまで実践においては貫か

れていたホリスティックな保育のあり方を，制度的に

阻害しているという（塩崎・仁平 2012など）。この点
で，エスニック・マイノリティの子どもも包摂されて

いた「多文化共生保育」の実践の見直しも迫られる可

能性がある。もう一方は，学習レディネス型の早期教

育により，子どもの乳幼児期からの格差是正や貧困の

解決を目指す際，「多様なニーズに応える保育」で対

応する社会的に不利な立場の子どもの範囲に，エス

ニック・マイノリティの子どもの視点が存在しないこ

とである。制度，政策，実践の様々な観点で貧困と保

育に関する考察を試みる報告（塚本 2016）において，
保育が対応する多様なニーズのうちに，「障害児保育」

「一時預かり保育」「日曜祝日・休日保育」「ディナー

サービス」といった子どもの発達，家庭の子育ての多

様化に応じる項目はあっても，民族・文化・言語的多

様性についての考察は見られない。多文化共生保育で

報告される異文化へ移行してきた家族と子どもの文化

社会的・経済的困難や，学校教育段階で実証されてい

る彼（女）らの教育困難や不就学の問題が報告されて

いること，また日本の保育政策がOECDの提言を参照
していることを鑑みると，保育が応える多様なニーズ

としてエスニシティも考慮されるべきである。
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４．まとめ

本稿では，「エスニック・マイノリティの子ども」

を中心に据え，多文化共生教育・保育の政策・実践，

研究動向を整理した。教育・就労達成において彼（女）

らが社会的不利な立場に置かれてしまっている社会的

構造を確認した上で，社会的包摂を達成する理念と方

策について先進諸国の動向を参照し，日本の現状を振

り返った。総括される点は以下３点にまとめられる。

①日本の「多文化共生保育」は，「すべての子ども」

の健やかな成長のための最善の環境と支援の提供とい

う日本の保育理念に支えられながら，エスニック・マ

イノリティの子どもをも包摂することを目指し，実践

を積み重ねてきた。しかしそこには，異文化環境での

発達や日本の保育へのスムーズな適応のための保育実

践の考察が主で，社会的制度や構造を問うマクロな観

点が欠如していた。②近年再編される保育・教育の政

策において，子どもの貧困や格差，小一プロブレム等

の学習課題へ日本国内でも関心が集まり，それら課題

を解決に導く方策として「保育の質」向上の議論が盛

んに行われている。しかしそこには，OECDの提言に
あるようなエスニック・マイノリティの子どもへの配

慮は見受けられない。しかし③彼（女）らが社会的に

不利な環境の中で貧困や教育・就業達成の困難を抱え

やすいこと，日本社会でもそのような報告が蓄積され

ていることと，それらの課題は乳幼児期の環境と連続

しているものであるという国際的な合意があることを

鑑みれば，日本においても現状を把握した上で，エス

ニック・マイノリティの子どもの社会的包摂のあり方

の理念を提示し，方策を模索する試みが必要である。

　そのためには，シティズンシップ概念の問い直しや

福祉と教育機能の接合のあり方の模索，貧困やマイノ

リティを考慮する乳幼児期からの社会調査の実施と，

それらの重要性を訴えるさらなる主張が，今後される

べきである。「多文化共生」をスローガンに，エスニッ

ク・マイノリティの子どもをも包摂されるような保育

と教育を貫く社会的理念と，それを基礎とした具体的

な制度とがともに構築されることを，一心に願う。
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